
 

様式Ｃ－１９ 

 

科学研究費助成事業（科学研究費補助金）研究成果報告書 
平成 24 年 5 月 28 日現在 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
研究成果の概要（和文）：本研究は、ナイジェリア北東農村部の妊婦を対象に、条件付現金移転

～産前検診受診を条件とした現金補助～ならびに妊婦教育に関して無作為実験を行った。現金

補助が産前検診受診率を一時的に増加させる一方、妊婦教育はその後の受診率をむしろ低下さ

せることが分かった。出産場所・トラブル、流産・死産、乳児の死亡・疾病、産後検診受診の

いずれにも産前検診の効果は見られないが、産前検診（特に妊娠後期の受診）は予防接種率を

増加させた。 
 
研究成果の概要（英文）：This study conducted randomized experiments on cash transfers 
conditional on antenatal care take-up and information about antenatal care among 
pregnant women in rural areas in northern Nigeria. Although conditional cash transfer 
caused a temporal increase in antenatal care take-up, information intervention decreased 
subsequent take-up. Although antenatal care take-up did not alter miscarriage/fetal death, 
choice of delivery places, health problems in delivery, babies’ mortality/morbidity, or 
postnatal care take-up, it increased babies’ vaccination and this was especially so for 
take-up in late stage.   
 
交付決定額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
２００９年度 5,900,000 1,770,000 7,670,000 

２０１０年度 2,300,000 690,000 2,990,000 

２０１１年度 2,300,000 690,000 2,990,000 

年度    

  年度    

総 計 10,500,000 3,150,000 13,650,000 
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１．研究開始当初の背景 
 政府、NGO が行う政策・プログラムがどれ
だけ効果があるのかを正確に知ることは、こ
れらの機関がその目的を効率的に達成する
ために不可欠である。経済学では、こうした
プログラム評価（Program evaluation）に関
する理論および応用研究が、近年急速に進ん

でいる。様々な手法の中で、標本を、プログ
ラムの対象となるトリートメントグループ
とそれ以外のコントロールグループに無作
為に分け、グループ間の差異をみるフィール
ド無作為実験（randomized experiment）が、
最も説得力がある手法として知られている。
実際のプログラムでは、無作為にトリートメ
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ントグループが選ばれることはなく、両グル
ープの差がプログラムによるものかその他
の要因によるものかを区別することは難し
いが、無作為実験では全ての他の要因をグル
ープ間で統計的に等しくすることができる。
無作為実験は、最近 10 年間で、開発ミクロ
経済学におけるスタンダードになったと言
っても過言ではなく、国際機関、NGO 等の実
際のプロジェクトにおいても普及が目覚し
い。しかし、一方で、実験評価がまだなされ
ていないあるいは不十分な分野、地域が多く、
またそのメリットが十分に生かされていな
いのも事実である。 
 アフリカの医療・健康問題で、妊婦ならび
に乳児の死亡・疾病は最も大きな問題の一つ
である。産前検診を充実させることの重要性
は広く認識されているものの、多くの国で特
に農村部における受診率が低く、また検診自
体の質が極めて悪い。もちろん医療施設の整
備がまず必要であるが、施設が利用可能であ
るにもかかわらず、様々な理由から利用しな
いケースも多い。本研究のフィールドである
ナイジェリア北東部アダマワ州は、国内で最
も貧しい地域の一つであり、医療施設ならび
に健康状態が劣悪であることで知られてい
る。特に、産前検診受診率、医療施設での出
産率が非常に低く、乳幼児の死亡率が極めて
高い。また、乳幼児の予防接種率も非常に低
い。 
 産前検診受診に関する無作為実験プログ
ラム評価は、アフリカでは行われていない。
WHO が推奨する新しい産前検診法に関して、
受診を前提とした実験評価が医療関係者の
間で行われている例があるだけである。産前
検診の内生性を制御した上で、その効果を測
る研究は行われていない。 
 産前検診受診率を向上させるプログラム
として、条件付現金移転(conditional cash 
transfer, CCT)～産前検診の受診を条件とし
た現金補助～ならびに妊婦教育～産前検診
の重要性に関する基礎教育～が考えられる。
CCT には、モラルハザードの防止（成果ベー
ス）、（供給サイドのプログラムに較べ）低コ
ストといったメリットがある。メキシコの
PROGRESSA における実験評価を受けて、ラテ
ンアメリカ諸国を中心に主に教育・健康分野
で CCTが普及しているが、アフリカでの導入
は依然限られている。健康教育プログラムに
は、低コスト、（他の家族あるいは村人への）
溢出効果、持続性といったメリットがあるこ
とが知られている。  
 本研究の予備調査として、2008年度に、CCT
に関する小規模な無作為実験(約 200 妊婦対
象)をアダマワ州で行った実績がある。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、経済的インセンティブならびに

健康知識の向上が、サブサハラアフリカにお
ける妊娠・出産にかかわる健康管理（インプ
ット）と健康状態（アウトプット）の改善に
どのような効果を持つかを検証する。ナイジ
ェリア北東部アダマワ州農村部の妊婦を対
象に、CCT ならびに妊婦教育に関して無作為
実験を行い、産前検診受診への効果を推定す
る。2 年間にわたり聞き取り調査を実施し、
妊婦・乳児の健康管理ならびに健康状態への
広範な効果を捉える。その際、無作為実験を
操作変数として用いることで、産前検診受診
の内生性を制御する。また、主観的厚生
(subjective welfare)、家計内資源分配、ジ
ェンダーに関するデータを収集し、それらへ
の間接的効果も測る。医療施設調査を併せて
行い、施設の直接的効果に加え、それらが補
助金および教育プログラムの効果をどのよ
うに左右するかをみる。 
 
３．研究の方法 
(1)文献調査 
プログラム評価、無作為実験、妊婦・乳児医
療、現地概要、調査票に関するものが中心で
ある。 

 
(2)調査票作成 
ナイジェリア全体をカバーした既存の家計
調査～2003年生活水準調査(Nigeria Living 
Standard Survey)、2005年人口健康調査
(Demographic and Health Survey)～とでき
るだけ同一、類似の質問を使うことで、他の
地域ならびに他のアフリカ諸国との比較を
ある程度可能にした。 
 
(3)調査票検査、調査員研修 
現地調査員の選抜、研修を行った。研修の際、
調査票検査を併せて実施した。 
 
(4)事前調査 
次の３ステップからなる。 
① アダマワ州ならびに州内の地区政府から、

村および医療施設の基礎データを収集し、
医療施設が整っておらず産前検診受診率
が低い村を予備的に選定した。 

② 全該当村を訪問し、医療施設・産前検診
の実態、妊婦数を把握した上で、調査村
を選定した。 

③ 各調査村において妊婦を妊娠月齢別に特
定し、妊婦を標本抽出した（100農村 1000
妊婦）。妊婦が少ない村では全数調査、多
い村では妊娠月齢による層化任意抽出を
行った。 
 

(5)無作為化 
100農村を無作為に次の４つに分けた。 
 
 



 
 
 
 
 
 
CCTの金額は 400ナイラ（1 ナイラ＝0.9円）
に設定した。 
 
(6)ベースライン調査(2009年 6月) 
妊婦を対象に聞き取り調査を行い、妊娠・出
産歴、産前検診状況、健康状態等の健康デー
タ、家族構成、教育、資産、消費、所得等の
データ、主に妊婦と夫との関係に関するジェ
ンダーデータを収集した。村のリーダーを対
象とした村落調査を併せて行った。 
 
(7) 医療施設調査 
政府資料ならびに事前調査・ベースライン調
査をもとに、妊婦が利用可能な医療施設（公
立、私立、登録薬局）を特定し、全数調査を
実施した。主に、スタッフ、設備、サービス
（産前検診・分娩・産後検診の内容、健康測
定、患者記録管理等）に関して聞き取りなら
びに観察調査を行った（妊婦対象のベースラ
イン、フォローアップ調査では、医療サービ
スに対する主観情報も収集した）。 
 
(8) フォローアップ調査 
① 第 1回フォローアップ調査～ベースライ

ン調査から 1ヵ月後に実施した。グルー
プ１，２の産前検診受診者には現金を支
給した。 

② 第 1回中間フォローアップ調査～ベース
ライン調査から約 5ヵ月後に実施した。
新生児の体重・身長の計測には、簡易体
重計・身長測定メジャーを使用した。体
重計の故障が頻発し、出生時体重に関し
ては不完全なデータとなった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
③ 第 2回フォローアップ調査～ベースライ

ン調査から約 11ヶ月後に実施した。 
④ 第 2回中間フォローアップ調査～ベース

ライン調査から約 1年半後に実施した。 
⑤ 第 3回フォローアップ調査～ベースライ

ン調査から約 2 年後に実施した。これま

での調査データの欠損・不具合に関する
フォローアップを併せて行った。 

 
(9)データ入力・校正 
 
(10)データ分析 
次の主要 2テーマについて分析を行った。 
① CCT・妊婦教育の産前検診受診への効果 
② 産前検診の効果～出産場所（自宅、医療

施設）、出産時のトラブル、流産・死産、
乳児の死亡・疾病、産後検診の受診、各
種予防接種等 

 
４．研究成果 
(1)CCT・妊婦教育の産前検診受診への効果 
① CCT は現金移転の対象となる 1 ヶ月間の

産前検診受診を 10％以上増加させるが、
それ以降の受診には影響しない。つまり、
効果は持続性を持たない。この CCT 効果
は妊婦教育のあるなしに左右されない。 

② 妊婦教育は現金移転の対象となる 1 ヵ月
間の産前検診受診に影響しないが、それ
以降の受診を 10％以上減少させる。この
教育効果は CCT のあるなしに左右されな
い。 

 
(2)産前検診の効果 
① 出産場所・トラブル、流産・死産、乳児

の死亡・疾病、産後検診受診のいずれに
も、産前検診の効果は見られない。 

② 産前検診は多くの予防接種率を増加させ
る。その効果は妊娠後期の検診ほど大き
い。 

 
 産前検診の出産ならびに妊婦・乳児の健康
への直接効果は医療施設の未整備から非常
に限られているものの、予防接種率向上効果
を通じた乳児の健康への間接効果があるこ
とが確認された。産前検診率向上のために、
比較的少額な CCT（１人当たり約 4 ドル）が
持続性はないにせよ機能することも分かっ
た。したがって、医療施設の整備と合わせて、
妊娠月齢に対応した CCTが有効であると考え
られる。 
 一方で、妊婦教育が CCTの非持続性を補わ
ないどころか、むしろ産前検診受診を抑制す
る可能性があることが判明した。健康知識は
健康管理を向上させるという理論的にも裏
付けられた共通理解に反して、健康知識向上
プログラムが限られた効果しか生まない実
例は非常に多く見られる。どのように健康知
識を向上させることが効果的なのかに関し
て、特に途上国においては無作為実験に基づ
いた研究が進んでいない。本研究で導かれた
妊婦教育の負の効果は、効果的な健康知識向
上プログラムを考案する上で、非常に有益な
示唆を与えるものであり、さらなる分析が求
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められる。 
 産前検診が主観的厚生、家計内資源配分等
にどのような効果をもたらすかについての
分析は、今後進めていく。一連の研究成果は
国際学会、国際学術雑誌等で発表する予定で
ある。 
 最後に、本研究を発展させる形で、健康知
識がどのように妊婦の予防接種率を増加さ
せるかに関して、ナイジェリア農村部におい
て新しい研究プロジェクトを立ち上げた。ア
フリカ農村部における特に妊婦を対象とし
た予防医療に関する経済学的研究を、継続し
て発展させていきたい。 
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